






















































































国立大学 公立大学 私立大学 大学計 専門学校
西暦（元号） 校数 伸び率 校数 伸び率 校数 伸び率 校数 伸び率 校数 増減数 伸び率
1992（平成4） 98 - 41 - 384 - 523 2,818 -202 93.3%
1993（5） 98 100.0% 46 112.2% 390 101.6% 534 102.1% 2,834 -186 93.8%
1994（6） 98 100.0% 48 117.1% 406 105.7% 552 105.5% 2,857 -163 94.6%
1995（7） 98 100.0% 52 126.8% 415 108.1% 565 108.0% 2,902 -118 96.1%
1996（8） 98 100.0% 53 129.3% 425 110.7% 576 110.1% 2,956 -64 97.9%
1997（9） 98 100.0% 57 139.0% 431 112.2% 586 112.0% 2,981 -39 98.7%
1998（10） 99 101.0% 61 148.8% 444 115.6% 604 115.5% 3,020 - -
1999（11） 99 101.0% 66 161.0% 457 119.0% 622 118.9% 3,014 -6 99.8%
2000（12） 99 101.0% 72 175.6% 478 124.5% 649 124.1% 3,003 -17 99.4%
2001（13） 99 101.0% 74 180.5% 496 129.2% 669 127.9% 2,980 -40 98.7%
2002（14） 99 101.0% 75 182.9% 512 133.3% 686 131.2% 2,967 -53 98.2%
2003（15） 100 102.0% 76 185.4% 526 137.0% 702 134.2% 2,962 -58 98.1%
2004（16） 87 88.8% 80 195.1% 542 141.1% 709 135.6% 2,966 -54 98.2%
2005（17） 87 88.8% 86 209.8% 553 144.0% 726 138.8% 2,973 -47 98.4%
2006（18） 87 88.8% 89 217.1% 568 147.9% 744 142.3% 2,996 -24 99.2%
2007（19） 87 88.8% 89 217.1% 580 151.0% 756 144.6% 2,995 -25 99.2%
2008（20） 86 87.8% 90 219.5% 589 153.4% 765 146.3% 2,968 -52 98.3%
2009（21） 86 87.8% 92 224.4% 595 154.9% 773 147.8% 2,927 -93 96.9%
2010（22） 86 87.8% 95 231.7% 597 155.5% 778 148.8% 2,904 -116 96.2%
2011（23） 86 87.8% 95 231.7% 599 156.0% 780 149.1% 2,837 -183 93.9%
2012（24） 86 87.8% 92 224.4% 605 157.6% 783 149.7% 2,845 -175 94.2%
※大学の伸び率は1992（平成4）年を100として、専門学校は1998（平成10）年を100として算出
表 1 出所：学校基本調査より作成 
 
入学者推移
西暦 元号 大学 短期大学 専門学校
1992 4 541,604 100% 254,676 100% 364,687 100%
1997 9 586,688 108.3% 207,546 81.5% 327,461 89.8%
1998 10 590,743 109.1% 191,430 75.2% 315,483 86.5%
1999 11 589,559 108.9% 168,973 66.3% 308,815 84.7%
2000 12 599,655 110.7% 141,491 55.6% 313,718 86.0%
2001 13 603,953 111.5% 130,246 51.1% 314,714 86.3%
2002 14 609,337 112.5% 121,441 47.7% 326,632 89.6%
2003 15 604,785 111.7% 113,029 44.4% 338,264 92.8%
2004 16 598,331 110.5% 106,204 41.7% 335,102 91.9%
2005 17 603,760 111.5% 99,431 39.0% 326,593 89.6%
2006 18 603,054 111.3% 90,740 35.6% 300,834 82.5%
2007 19 613,613 113.3% 84,596 33.2% 282,019 77.3%
2008 20 607,159 112.1% 77,339 30.4% 254,749 69.9%
2009 21 608,731 112.4% 73,163 28.7% 247,823 68.0%
2010 22 619,119 114.3% 72,047 28.3% 266,915 73.2%
2011 23 612,858 113.2% 68,432 26.9% 263,618 72.3%
2012 24 605,385 111.8% 64,063 25.2% 264,343 72.5%
表 2 出所：学校基本調査より作成  
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表 1 出所：学校基本調査より作成 
 
入学者推移
西暦 元号 大学 短期大学 専門学校
1992 4 541,604 100% 254,676 100% 364,687 100%
1997 9 586,688 108.3% 207,546 81.5% 327,461 89.8%
8 10 90 743 109.1 191 430 75.2 15 4 3 86.5
9 11 9 559 9 168 973 66 3 08 815 4 7
2000 2 9 655 10 7 4 91 5 6 3 718 0
2001 3 603 9 3 11 5 30 246 51 1 14 7 4 6 3
2 4 60 337 2 5 2 4 47 7 26 632 9 6
3 5 4 785 7 13 029 44 4 38 26 92 8
4 6 598 1 0 06 204 1 35 10 91 9
5 7 3 60 5 99 431 39 0 26 593 89 6
6 8 603 054 1 3 90 740 35 6 00 834 82 5
7 9 1 613 3 3 84 596 3 2 282 019 77 3
8 20 7 1 9 2 1 77 339 0 4 254 749 69 9
9 21 08 731 2 4 73 163 28 7 47 823 68 0
10 2 19 1 4 3 2 047 28 3 66 915 73 2
11 3 12 858 3 2 68 432 6 9 63 618 72 3
2 4 05 385 1 8 64 63 5 2 4 343 2 5
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1992（平成 4）比 68％、減少数は 116,864 人であった。2004（平成 16）年以降 2009（平
成 21）年まで 6 年連続減少が続いた。2010（平成 22）年に前年比 5.2％19,092 人が増加し
たが、2011（平成 23）年は前年比 4.5％16,308 人の減少となった。2012（平成 24）は前
年比 0.2％725 人増となった。（表 2） 
専門学校は、1992（平成 4）年以降途中持ち直した時期はあったが、5.2％175 校と学校
数が減少、入学者数は 1992（平成 4）年比で 72.5％、人数で 100,344 人と大きく減少して
いるのが現状である。 
このように減少傾向の中、入学者に注目すべき数値がある。それは、大卒等を含む社会
人入学者である。2009（平成 21）年から 2012（平成 24）年 4 月に掛けて、大卒等（大卒・
短大卒・高専卒）入学者が専門学校入学者に占める割合が 8％台から 9％台になっているこ
とである。（表 3）2012（平成 24）年のその他社会人入学者は 21.1％で、大卒等入学者と
その他社会人入学者を合わせると 29.5％となる。 
2012（平成 24）年 7 月、大阪府専修学校各種学校連合会（大専各連）は、「専門学校入















が 3 割になろうとしている。この 3 割の入学者に着目し、専門学校教員は何をなさねばな
らないかを考察する。  
 








2006（平成18）年 16,794 5.6 5,316 1.8 369 0.1 22,479 7.5
200７（平成19）年 15,579 5.5 4,851 1.7 368 0.1 20,798 7.4
2008（平成20）年 14,641 5.7 4,478 1.8 736 0.3 19,855 7.8
2009（平成21）年 15,788 6.4 4,477 1.8 293 0.2 20,558 8.3
2010（平成22）年 19,489 7.3 4,767 1.8 607 0.2 24,863 9.3
2011（平成23）年 18,348 7.0 4,348 1.6 421 0.2 23,111 8.8
※率は、専門学校入学者数に占める割合
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科目 時間 科目 時間 科目 時間
教育原理 24
教育心理 24 解剖学・運動学 12
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教育原理 24
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教育機関であった専門学校が、高等教育機関としての位置を確立したと評価されるように






ようになったが、表 1、表 2 で見たように専門学校の学校数、入学者数が減少し、入学者に


































123 506 104 305 85 1,123
(11.0) (45.0) (9.3) (27.1) (7.6) (100)
2 32 14 19 7 74
(2.7) (43.2) (18.9) (25.7) (9.5) (100)
32 134 66 381 32 645
(5.0) (20.8) (10.2) (59.0) (5.0) (100)
3 42 12 92 5 154
(1.9) (27.3) (7.8) (59.7) (3.3) (100)
6 73 20 126 17 242
(2.5) (30.2) (8.3) (52.0) (7.0) (100)
21 20 5 2 1 49
(42.9) (40.8) (10.2) (4.1) (2.0) (100)
30 300 45 97 36 508
(5.9) (59.1) (8.8) (19.1) (7.1) (100)
4 98 144 581 6 833
(0.5) (11.8) (17.3) (69.7) (0.7) (100)
85 144 11 44 3 287
(29.6) (50.2) (3.8) (15.4) (1.0) (100)
306 1,349 421 1,647 192 3,915


























































































務（13）服飾・家政（11）、20 歳代（7）30 歳代（31）40 歳代（22）50 歳代（20）60 歳
代（15） の専門学校教員より回答を得た。 
＜資格はどうあるべきだと考えるか＞という質問の中の、＜短期大学・大学と同じ修士


















































































20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代














専門学校卒 短大卒 ４年制大卒 大学院卒 その他
図 3 出所：専門学校教員アンケート結果より作成（2010 年） 
 

























































20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代














専門学校卒 短大卒 ４年制大卒 大学院卒 その他
図 3 出所：専門学校教員アンケート結果より作成（2010 年） 
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る、EBM（evidence-based	medicine） に 基 づ
いた科学的な判断のできる歯科衛生士を育てる
ためには、教員の学術的専門性が必要であろう。
　次に看護師の養成カリキュラムであるが、４
年制の専門学校の場合、看護系大学と看護師免
許を取得することに変わりがないため、看護系
大学と同じ養成カリキュラムである。しかし、
専門学校は、職業に必要な能力の育成が主な目
的であり、即戦力ということで実習に多くの時
間を割いている。また、表９にあるように医療
分野は７割が短大卒・専門学校卒の教員で、看
護師免許取得のための試験対策授業が多い。大
学は、看護実践、看護研究など看護の各分野に
関して専門的に看護学を学問として学ぶ（12）と
し、原理をつかみ事実からそこに潜む論理を取
り出す能力を鍛えなければならない（13）として
いる。このことからも明らかなように、看護系
大学教員と専門学校教員の学術的専門性の差は
大きく、大学と専門学校の目的は違えども看護
師間で看護的理論に差が生じる。今はまだ看護
系大学が設立して時が浅いため専門学校卒の看
護師が多く勤務しているが、看護系大学が増え
ている（1982（昭和57）年大学６校・大学院２
校、2010（平成22）年大学188校・大学院127校）
こともあり、近い将来、看護系大学卒の看護師
が増えることになる。看護師は理屈より実践が
出来ればいいという考え方が看護系大学のな
かった頃、数少ない頃はそういう考え方が主流
であった。しかし近い将来、専門学校卒看護師
においても学術的教育が必要との声が上がって
来るようになる。専門学校教員に学術的専門性
の要求がなされるようになると思われる。この
ようなことから、専門学校の教員の専門性、中
でも学術的専門性は必要不可欠な能力であると
いうことである。専門学校の減少の要因は、教
養知つまり学術的専門性であるということであ
る。
終　章　専門学校教員の専門性を養う
　　　　ために
　専門学校の教員の学術的専門性が必要である
ことを考察して来た。ではどのようにして専門
学校の教員の学術的専門性を補完していけばよ
いか。
　まず、専門学校教員の研修等はどうなってい
るかを示したい。
　ある専門学校の商業実務分野の本務教員４名
に話を聞いた。（2012（平成24）年10月５日（金）
10時～ 16時　インタビュー形式　20分/人　業
務・研修について）一人目の教員Aは、教員歴
14年になる担任を持ち、教科は医療事務の女性
教員（50歳代）である。研修へは本年を含め４回、
社会人等入学者における専門学校教員についての一考察
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点数改正説明会へ参加したとのことであった。
もう一名の教員Bは、教員歴３年の担任を持っ
ている教科は病院事務の女性教員（20歳代）で
ある。研修へは年１回の管理士学会へ３回出席
したとのことであった。他は、IT関連の教員
歴23年男性教員C（50歳代）と教員歴15年の女
性教員D（40歳代）の２名の教員である。教員
Cは、IT企業主催のソフトウェア研修に年１回
の割で10数回行ったことがあるとのことであっ
た。教員Dは、アプリケーション担当というこ
ともあり、過去１度自費で某アプリケーション
指導員認定を得るために参加したことがあると
のことであった。しかし、あとは自己研修・研
鑽がもっぱらであるとのことであった。
　データは商業実務分野４名と少ないが、話を
聞いてみると、どの分野もこれら教員と大きく
は変わらない環境ではないかとのことであっ
た。専門学校教員の研修の場・数は少なく、内
容的にも学術的とは言い難いものであることが
分かった。表９からも明らかなように、短大卒・
専門学校卒で専門学校教員をしている者が、平
均で52.8％である。学生時代に資格を取得し、
専門学校へ就職をして学校現場で経験を積み
（実務）、教員となった人が大半である。このよ
うな専門学校教員の場合、他校の教員との交流
はなく、内部研修や自己研修・研鑽がほとんど
であることが分かった。IT等国家資格でも養
成施設指定規則にあたらない分野は、企業主催
の研修や商業ベースの研修、自己研修・研鑽が
ほとんどであることが分かった。
　専門学校全体として、専門学校教員間の交流
は数少ない。学術学会への加入や参加、発表等
も国家資格の分野の一部を除いてほとんどな
い。松元が「専門学校の先生方がもっと積極的
に学会へ参入されて、研究成果を学会の機関誌
へ発表するくらいにならないと、」（14）と指摘し
ているように少ない。小学校・中学校・高校・
専門学校・短期大学・大学とある教育機関の中
で、教員の研修・交流が際立って少ないのが専
門学校教員である。つまり、専門学校教員の研
修場所・数は、非常に限られている。内部研修、
自己研修・研鑚がほとんどであるというのが専
門学校教員の現状の環境である。大学・短大の
教員の学術学会での発表や論文投稿等における
活動・業績と比較すると、専門学校教員はまさ
に孤独な自己満足な教育活動をしているという
ことになる。
　大卒等・その他社会人入学者の３割は、学校
数・入学者数が減少する専門学校にとって、図
１にある大卒が多く入学する分野ばかりではな
く、専門学校の発展する機と捉え取り組まなけ
ればならない要素である。専門学校教員の学術
的専門性は、どのように補完すればよいか。
　二つの方法がある。一つは、大学や大学院へ
進学し学術的専門性を補完するという方法であ
る。専門学校教員の修士以上の学習経験者は、
1990（平成２）年の関口のデータ（図９）では
7.8％、吉本のデータ2012（平成24）年では２
割弱となっている。このデータからすると、現
在では８割強の専門学校教員は、大学や大学院
へ進学し学術的専門性を補完する対象者であ
る。しかし、図２・図３であったように、専門
学校は一条校とは違うので修士以上の学位は取
得しないという教員が大多数である。しかし、
明らかに専門学校教員の学術的専門性の欠如、
また1992（平成４）年の大学大綱化以来、看護
系大学等大学が従来専門学校の教育領域であっ
た分野へ進出していることからも明らかなよう
に、大半の大学と専門学校の境は曖昧となって
いる。大学は研究機関であり専門学校は職業教
育機関と割り切る時代ではなくなった。大学が
資格取得等職業教育機関化しているのであれ
ば、職業教育機関である専門学校が学術的専門
性を追究しても何らおかしくはない。むしろ、
時代が専門学校教員の学術的専門性を必要とし
ているのである。また、「教育の質の面で学校
佛教大学教育学部学会紀要　第12号（2013年３月）
96
ごとに相違が大きく、教育の成果に対する評価
が高等学校関係者等の間で安定していないとの
指摘や専門学校が行う教育に対して社会からの
理解が得られていない」（15）と指摘されている
ことから、専門学校教員は大学や大学院へ進学
し学術的専門性を補完する必要がある。大学や
大学院へ進学する道を選ぶ方法が一つである。
　二つ目の方法は、専門学校教員の学術学会へ
の入会である。そして、研究、発表、論文投稿
等をする方法である。入会をして、学術的研究
をして学会発表、学術論文の投稿を通して学術
的専門性を高めていくということである。学術
的研究の方法は、専門学校教員の学習経歴や専
門学校教員として培って来た自己研究・研鑚だ
けでは難しいかも知れない。近道は、大学等で
学術研究に精通した教員から指導を受けること
であるが、大学等へ行くことが難しい専門学校
教員は、学術学会へ入会し、研究活動を通して
第三者評価を受け学術的専門性を高めることで
ある。
　大卒等・その他社会人入学者の３割に着目し
て、専門学校教員について考察をした。専門学
校教員の学術的専門性の欠如、そして学術的専
門性を補完すべきことが専門学校教員には必要
であることが明らかとなった。専門学校が発展
を遂げる要素の一つに、「専門学校教員の学術
的専門性の補完」をあげる時代に突入している
のではないだろうか。
【注】
（１）	2012年10月30日、総務省統計局の労働力調査よ
り抜粋
（２）	学校基本調査－平成24年度（速報）結果の概要
高等教育機関　[卒業後の状況調査]1大学（学部）
卒業者（２）卒業者の状況より
（３）	大阪府専修学校各種学校連合会（大専各連）、
2012年度全国専門学校共同入学者調査概要より
（４）	専修学校とは、1975（昭和51）年学校教育法の
改正により制定された学校である。学校教育法
第１条に規定された「学校」ではない。
（５）	長尾由希子「短大進学率の変動にみる教育知
のシフトとその支持層：教養知から職業知へ」
2010年　東京大学社会科学研究所　パネル調査
プロジェクトNo.33　P.14
（６）	関口　義著『専修学校全論/1975-2000』1990年
地域科学研究会
（７）	吉本圭一「高等教育における教員と教育組織に
関する調査」2012年　九州大学人間環境学研究
院　高等教育と学位・資格研究会より　P4
（８）	河野志穂「大学における資格・検定取得支援の
現状と背景　経済・経営・商学系私立大学の
大学案内にみる資格・検定講座の設置状況－」
2008年　早稲田大学教育年報　第４号
（９）	平成24年度学校基本調査（速報）高等教育によ
ると、2012（平成24）年のその他社会人入学者は
21.1％で大卒等8.4％と合わせると29.5％となる。
（10）	梶原宣俊著『専門学校教育論』2000年　学文社
　P195
（11）	原　清治「Ⅲ－6専修学校」宮脇陽三編著『教
育学　生涯学習時代に向けて』1997年　ミネル
ヴァ書房　P226
（12）	http://www.keinet.ne.jp/doc/gl/08/09/chu-
moku.pdf　2012年11月18日現在
　　	濱田悦子「看護の広がりと高度化に対応して
さらに重要性が増す大学における看護学教育」
2008年　日本看護系大学協議会広報
（13）	石綿啓子「看護の専門職性に関する研究　－看
護教育の基礎付けとして－」2002年文教大学教
育研究所紀要　第11号　P82
（14）	関口　義著　前掲『専修学校全論/1975-2000』
P29
（15）	中央教育審議会（答申）（抄）『今後の学校にお
けるキャリア教育・職業教育の在り方について』
2011年　中央教育審議会　P84
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